
 

 

 

 

 

 

平 成 2 7 年 度 徳 島 市 市 民 病 院 事 業 会 計 予 算 

 

 

 

 

 

 



２

２ 他 会 計 補 助 金

 （単位  千円）

備 考

１日１人平均 64,613円 １日平均患者数 271人
診療日数  366日

室料差額収益 171,996 公衆衛生活動収益 58,611
その他  27,832

救急医療に対する負担金   427,989
保健衛生行政事務経費に対する負担金   7,673

423,081

10,244,373

預金利息

他 会 計 負 担 金

款 項

6,408,684

目 予 定 額

8,833,474

病院事業収益

１ 医 業 収 益

医 業 外 収 益

１

1,405,899

入 院 収 益

435,662

1,730,689

他 会 計 負 担 金

258,439

１日１人平均 15,483円 １日平均患者数 460人
診療日数 243日

外 来 収 益

共済追加費用補助       80,450 医師確保対策補助   78,019
研究研修費補助      19,621 基礎年金拠出金補助 104,177
経営基盤安定化支援補助 69,973 児童手当補助        18,476
新病院医療機器支援補助 79,324

100

３

受取利息及び配当金

450,040

１

高度特殊医療に対する負担金  158,074
リハビリテーション医療経費負担金 27,620
周産期医療経費負担金             41,537
企業債利息負担金                195,850

４

３

２

平成27年度徳島市市民病院事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

１

そ の 他 医 業 収 益



薬品費      1,152,860 診療材料費   1,076,820
医療消耗備品費   10,286    給食材料費        1,132

支 出

給 与 費

１ 過年度損益修正益

9,732,047

5,000

６

５

備 考

50,597補 助 金

款

３ 特 別 利 益 5,000

項 予 定 額

401,073

款 項 目 予 定 額 備 考

81,008 施設使用料 11,145 駐車場使用料 51,500 その他 18,363その他医業外収益

材 料 費 2,241,098

職員給与費(415人) 4,114,069 報酬（18人） 53,639
児童手当   20,835 賃金  573,872

２

１ 病院事業費用 10,135,559

１ 医 業 費 用

4,762,415

長 期 前 受 金 戻 入

４ 臨床研修医に対する国庫補助金                16,848
産科医確保支援費県補助金                4,300
がん診療連携拠点病院機能強化事業費県補助金  10,000
地域周産期母子医療センター運営費県補助金  13,134
認定看護師等育成支援事業費県補助金    6,000
新人看護職員研修事業費県補助金                315

１

目

 （単位  千円）



厚生福利費 13,243 消耗品費  30,983 報償費  83,564
消耗備品費   5,306 光熱水費   257,389 燃料費   400
印刷製本費   6,242 修繕費    183,884 保険料    29,398
賃借料    158,829 手数料   68,312 委託料 1,016,448
通信運搬費  11,474 旅費交通費   1,278 その他    8,792

３

302,512

４

資 産 減 耗 費

781,759

373,512

減 価 償 却 費

５

６

企業債利息  296,847 長期借入金利息  665
一時借入金利息  5,000

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

16,000

経 費 1,875,542

5,000

研究材料費 910    図書費 7,462   旅費 29,835
研究雑費 9,206  謝金  2,820

21,000

50,233

25,000

２

予 備 費

特 別 損 失

研 究 研 修 費

１

２

１

３ 雑 損 失

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

55,000

予 備 費

３

5,000

25,000過年度損益修正損

１

医 業 外 費 用

４

建物 610,805    構築物    10,274   器械備品   144,181
車両     389   リース資産 11,710  無形固定資産  4,400

固定資産除却費  20,000    棚卸資産減耗費  1,000



項 目 予 定 額 備 考

 （単位  千円）

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款

企 業 債 814,000 医療機械器具等整備事業債

収 入

１ 1,213,741

１ 企 業 債 814,000

支 出

２ 負 担 金 399,741

１

資 本 的 収 入

企業債元金償還金負担金  384,806
建設改良費に対する負担金    14,935

１ 建 設 改 良 費 840,810

款 項

 （単位  千円）

リース債務支払額

809,100

20,000

資 産 購 入 費

予 定 額

1,926,593

他 会 計 負 担 金

工事請負費 17,500    委託料 2,500

備 考目

２ 施 設 整 備 費

３

399,741

医療機械器具購入 794,000 備品購入 15,100１

１ 資 本 的 支 出

１

1,038,283

1,038,283企 業 債 償 還 金 元金償還金１

11,710

２ 企業債償還金



47,500 元金償還金

３ 47,500他会計借入金
償 還 金

１ 他会計借入金償還金



（単位  千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

固定資産除却費

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

△８２６,８２３

３９９,７４１

△４２７,０８２

△７４,０２７

６０,０７９

８５０,３２９

１００

△３０２,５１２

５４７,９１７

３０２,５１２

平成27年度徳島市市民病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

１１４,１６０

７８１,７５９

２０,０００

４３,２０２

２,９１９

８９８

△４０１,０７３

△１００



３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他の企業債の償還による支出

営業運転資金に充てるための他会計借入金の償還による支出

リース債務の返済による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

（△は減少）

△１１,７１０

資 金 期 末 残 高 ４２,１８２

△４４０,９１７

△４７,５００

△２８３,４９３

資 金 増 減 額 △１６２,６５８

資 金 期 首 残 高 ２０４,８４０

８１４,０００

△５９７,３６６



（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

資本勘定支弁職員

1

前

年

度

比

較

合 計 3

総 括

9,933 4 32,587 △ 11,377 △ 2,413,211 △ 2,478,140 △ 2,401,834 

 ※ 職員数欄の（ ）内は，再任用短時間勤務職員について外書き

9,933 

33,786

3

691,583

△ 11,377 4

3

損益勘定支弁職員 32,587 33,786 △ 2,478,140 3 

1

合 計 15 407 43,706 6,463,2081,636,219 7,154,791540,086 4,243,197

△ 2,401,834 △ 2,413,211 

資本勘定支弁職員

7,154,7911,636,219 540,086 4,243,197 6,463,208

4,741,580

1

1,765,057

691,583

4,061,374

損益勘定支弁職員 15 407 43,706

1,668,806 573,872合 計 19 410 53,639 680,206

4

680,206 4,741,58053,639 1,668,806 573,872 1,765,05719 410

資本勘定支弁職員

4,061,374

法 定
福 利 費

（千円）

合 計

（千円）
特 別 職

（人）
一 般 職

（人）
報 酬

（千円）
給 料

（千円）
賃 金

（千円）
手 当

（千円）
計

（千円）

給 与 費 明 細 書

区 分
職 員 数 給 与 費

本

年

度

4

損益勘定支弁職員



186,460

172,211

42,062

40,100

1,962 

 （千円）

20,887 

 （千円）

14,249 

退 職 手 当 扶 養 手 当

 （千円）

495 1,453 

38,301

4,744 

159,115

37,806

 （千円）

4,463

154,37125,398

 （千円）

37,560

 （千円）

前 年 度

本 年 度 74,822

4,146

740,000

 （千円）手 当 の

内 訳

△ 144,353 

宿 日 直 手 当

884,353

153,000

管理職員特別
勤務手当

200,818

時間外勤務手
当

△ 2,391,865 

期 末 手 当
勤 勉 手 当

26,851

区 分

地 域 手 当

2,544,865

比 較

53,935

54,844 1,504

38,870

1,310 

32,161

 （千円）

特殊勤務手当

 （千円）

住 居 手 当 通 勤 手 当 初任給調整手
当

夜間勤務手当 休日勤務手当 管 理 職 手 当

 （千円）  （千円）  （千円）  （千円）  （千円）

31,286

214,278 53,654 1,020

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較 13,460 317 △ 1,190 △ 484 875 



平成26年４月１日

 給料表の切替えに伴う経

 過措置の廃止による減分 人 人 人

人 人 人

人 人 人

△ 2,459,865

 その他の増

 る職員数△ 4,122

千円

千円

 平均昇給率 1.21％

 退職手当の減分

千円

千円

410

 制度改正に

 伴う増減分

 勤勉手当の増分

区 分

２

手 当

 給与改定に

給料及び手当の増減額の明細

給 料 32,587 

△ 2,478,140 43,700 

407

千円

 による減分

増 減 額
（千円）

 職員数の異動状況 その他の増

3

説 明

 現に在職す

増 減 事 由 別 内 訳
（千円）

増 減

407

404

3

本年度

5,086 

 増加分

千円

 減分

 給与制度の総合的見直し7,879 

備 考

 (その他)

  前年度

給与改定実施時期

0.31％

 昇給に伴う

 給与改定の状況

 伴う増減分 給料の改定率

千円

 地域手当の増分

8,844 給与制度の総合的見直し

20,887

 過措置の廃止による減分

 減分

 給料表の切替えに伴う経 △ 1,561

 による増分

△ 2,521,840 

千円

120,637

22,813

千円

△ 189,895

 新陳代謝等による増分

 期末勤勉手当の減分

19,622 

3

△ 3,088

3

 新陳代謝等による増分 15,089 千円 前年度

(計)



３

⑴

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

行 政 職

332,756

399,473

42.4

（円） 299,894

363,491

41.2

医 療 職 (一) (円)

平 均 給 与 月 額平 成 26 年 1 月 1 日 現 在

（円）

（円）

（歳）

（歳）

（円）

平 成 27 年 1 月 1 日 現 在

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

一 般 会 計 の 制 度

区 分

⑵ 初 任 給

240,100

1,152,148

47.1

490,398

1,133,096

医 療 職 (三)

給料及び手当の状況

職員１人当たり給与

47.7

医 療 職 (一)

41.4  

334,001

414,141

42.6

305,420

384,515

42.2

医 療 職 (二)

大 学 卒

行 政 職  (円)

142,100

174,200

医 療 職 (二) (円)

327,419

403,688

41.10

301,579

369,264

医 療 職 (三) (円)

203,400

区 分 行 政 職  (円) 医 療 職 (一) (円) 医 療 職 (二) (円) 医 療 職 (三) (円)

区 分

高 校 卒

大 学 卒 174,200 ※240,100 180,300 203,400

高 校 卒 142,100

 ※ 再任用短時間勤務職員は含まない

 ※ 一般会計に対応する給料表がないため，国の制度を記載

180,300

488,463



( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

5410058

2 3.4

(一)

職 員 数
(人)

25.915

医 療 職

26 44.8

級

１級

⑶

7

級別職員数

区 分
行 政 職

級

２級

職 員 数
(人)

３級

７級

計

5 19.2

26.9

2

15.44

3 11.5

3

1

平成27年１月１日現在

7.7

５級

3.9

計計

11.5

3.9

26 100

６級

８級

1

構 成 比
(％)

2 3.7

職 員 数
(人)

構 成 比
(％)

15 27.8

13 24.1

5.2

7.4

9.2

５級

7.0

構 成 比
(％)

9 16.7

100

41.3111

75 27.9

14

(二)

級

50 18.6

19

４級

医 療 職

5４級４級

１級

２級

6

4

５級

６級

７級

３級

２級

３級

15 25.9

構 成 比
(％)

医 療 職 (三)

1 100

269 100

１級

２級

３級

４級

級

11.1

計

職 員 数
(人)

100

1

１級

６級



( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

108

2 3.7

100

６級 3 12.0 ６級 7

１級１級 4 16.0 １級 3 5.2

1

40.5２級 5 20.0 ２級 13 ２級２級 14 25.9

３級 3 12.0 ３級 28 48.3 ３級 4 7.4 ３級 15 5.6

４級 5 20.0 ４級 14 24.1 ４級 5 9.3 ４級 77 28.8

５級 3 12.0 ５級 17

13.0 ６級 17

50

6.4

31.4 ５級 18.7

７級 1 4.0 ７級 5 9.3

８級 1 4.0

計

100

267100

1

10025 100 計 58 100

平成26年１月１日現在

計 計 54

 ※ 職員数及び構成比欄の（ ）内は，再任用短時間勤務職員について外書き

22.4

１級



主 事

技 師

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

薬 剤 部 長

技 師 長

６ 級

課 長
局 次 長

事 務 長

７ 級５ 級

局 長

看 護 部 長

８ 級

主 事

技 師

主 任 医 長

医 長
診 療 部 長

院 長
副 院 長
総 括 部 長

薬 剤 師
主任栄養士
放射線技師
臨床検査技師
臨床工学技士
理学療法士
作業療法士
視能訓練士
栄 養 士

薬 剤 師
主任栄養士
放射線技師
臨床検査技師
臨床工学技士
理学療法士
作業療法士
視能訓練士

主 査
薬剤部次長

副技師長

行 政 職
係 長

主 査
係 長 課 長 補 佐

医 療 職  (一) 医 員

（級別の標準的な職務内容）

医 療 職  (三)

医 療 職  (二)

主任栄養士
放射線技師
臨床検査技師
臨床工学技士
理学療法士
作業療法士
視能訓練士
栄 養 士

看護部次長
看 護 師 長

看 護 主 査
准 看 護 師

主任助産師
主任看護師
助 産 師
看 護 師

看 護 師 長



357

4

2

92.3

7 2

407

合 計

410

364

58

1

26

24

54

46

1

1

43

91.892.3

26

24 56

85.2

54

11

14

 ※ 再任用短時間勤務職員は含まない

13

279

6 1

44

1

8

46

2

58

2

29

2

61

行 政 職

56

医 療 職  (二)医 療 職  (一)

37

88.5

269

238

3

8

190

医 療 職  (三)

26 21

87.0

6

2

５号給以上 (人)

比 率 (B)/(A) (％) 87.7

(B)/(A)

4

79.6

1

(人)

96.6

４号給

３号給 9

比 率

(Ａ)

４号給

５号給以上

88.8

19

20538

269

234

3

3

(人) 310 23

昇 給 に 係 る 職 員 数

(人)

(人)

(Ｂ) (人)

１号給 (人)

２号給 (人)

職 員 数

(Ｂ)

(％)

前

年

度

号 給 数 別 内 訳

(人)昇 給 に 係 る 職 員 数

(人)

⑷ 昇給

(人)

職 員 数

号 給 数 別 内 訳

２号給

(人)

３号給

１号給

(人)

(人)(Ａ)

区 分

本

年

度



有

（

4.1  

（ 2.15   

）

1.151.0

）

）

）

1.125 ）

2.15   

1.975   2.125  

1.15

有

4.1  

）

0.975

1.9   

（ （

（

一般会計の制度

1.0 （

備 考

3.95  

 職制上の段階，職務の級

 等による加算措置

有

前 年 度

 ※ （ ）内は，再任用職員の標準的な支給率

2.125  1.975   

（（ ）

2.05  

支 給 率 計

（月分）

2.1   

支 給 期 別 支 給 率

  ６月 （月分）   12月 （月分）

（

本 年 度

）

区 分

医 療 職 (三)

）

支給対象職員１人当たり平均支給月額

⑹ 期末手当・勤勉手当

37,715

(％)

22,141

24.3

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 医療業務手当，夜間等業務手当

98.3

120,593

92.6

8,021(円)

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（ 平 成 27 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

77.4

5.2

77.3

8.3給 料 総 額 に 対 す る 比 率

区 分

2.2(％)

全 職 種 医 療 職 (二)医 療 職 (一)

⑸ 特殊勤務手当



同

区 分

34.5825

（月分）

⑺ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（月分）
25年勤続の者20年勤続の者

扶 養 手 当

住 居 手 当

一般会計の制度との異同

同

同

区 分 差 異 の 内 容

同

通 勤 手 当

地 域 手 当

定年前早期退職特例措置
（２％～45％加算）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考
35年勤続の者

（月分）

支 給 率 等

一般会計の制度
（支 給 率 等）

定年前早期退職特例措置
（２％～45％加算）

34.5825 49.59 49.59

49.59

⑻ その他の手当

25.55625

25.55625

49.59

最 高 限 度
（月分）



（単位  千円）

包 括 業 務 委 託
3,637,000

平成24年度から
平成26年度まで 2,093,230

平成27年度及び
平成28年度 1,543,770 1,543,770

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

事 項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額

左 の 財 源 内 訳

病 院 事 業 収 益



１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

イ

リ ー ス 資 産 ７０,２５７

減 価 償 却 累 計 額 △１１,７１０ ５８,５４７

有 形 固 定 資 産 合 計 １２,８８８,３２５

固 定 資 産 合 計

平成27年度徳島市市民病院事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成28年３月31日）

（単位  千円）

資 産 の 部

固 定 資 産

（１）有 形 固 定 資 産

土 地 ８１８,３５４

建 物 １５,２５３,４０９

減 価 償 却 累 計 額 △４,７４８,７００ １０,５０４,７０９

構 築 物 １７４,２６９

減 価 償 却 累 計 額 △５９,７００ １１４,５６９

器 械 備 品 ４,６２６,２１６

減 価 償 却 累 計 額 △３,２３５,２７５ １,３９０,９４１

車 両 ４,５６１

減 価 償 却 累 計 額 △３,３５６ １,２０５

（２）無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア １７,５３６

無 形 固 定 資 産 合 計 １７,５３６

１２,９０５,８６１



２

３

イ

イ

４

イ

４６,８３７

流 動 資 産 合 計

１４,０７６,３９１

企 業 債 合 計

流 動 資 産

（１）現 金 ・ 預 金 ４２,１８２

（２）未 収 金 １,２７１,７３１

貸 倒 引 当 金 △１８,９０９ １,２５２,８２２

（３）貯 蔵 品 ３５,６６１

１,３３０,６６５

資 産 合 計 １４,２３６,５２６

負 債 の 部

固 定 負 債

（１）企 業 債

１４,０７６,３９１

（２）リ ー ス 債 務

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

（３）引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 ２,４６１,０４５

引 当 金 合 計 ２,４６１,０４５

固 定 負 債 合 計 １６,５８４,２７３

流 動 負 債

（１）企 業 債

６４４,６５２建設改良費等の財源に
充てるための企業債

６４４,６５２企 業 債 合 計



イ

イ

ロ

イ

ロ

５

６

（２）他 会 計 借 入 金

４７,５００

他 会 計 借 入 金 合 計 ４７,５００

（４）未 払 金 ８２６,１０３

営業運転資金に充て
るための長期借入金

（５）引 当 金

（３）リ ー ス 債 務 １１,７１０

賞 与 引 当 金 ２１０,９５４

法 定 福 利 費 引 当 金 ３７,５１７

引 当 金 合 計 ２４８,４７１

（６）そ の 他 流 動 負 債

預 り 金 ３０,９５７

預 り 保 証 金 ５００

その他流動負債合計 ３１,４５７

流 動 負 債 合 計 １,８０９,８９３

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 １,７８７,５６２

収 益 化 累 計 額 △１,５５２,９９１

繰 延 収 益 合 計 ２３４,５７１

負 債 合 計 １８,６２８,７３７

資 本 の 部

資 本 金 ２,６８１,５０２



７

イ

ロ

イ

剰 余 金

（１）資 本 剰 余 金

他 会 計 補 助 金 ３,０４８,６１８

受 贈 財 産 評 価 額 ４０,７５９

資 本 剰 余 金 合 計 ３,０８９,３７７

（２）欠 損 金

１０,１６３,０９０

欠 損 金 合 計 １０,１６３,０９０

当年度未処理欠損金

剰 余 金 合 計 △７,０７３,７１３

資 本 合 計 △４,３９２,２１１

負 債 資 本 合 計 １４,２３６,５２６



 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記  

 

１ 新会計基準の適用 

 平成 26 年度より，改定後の地方公営企業会計基準を適用して，財務諸表等を作成している。 

 

２ 資産の評価基準及び評価方法 

⑴ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 先入先出法による原価法 

 

３ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産  

減価償却の方法  定額法 

   主な耐用年数 

    建物       ６年～３９年 

    構築物     １０年～３９年 

    器械備品     ２年～２０年 

    車両       ４年～ ５年 

⑵ 無形固定資産  

減価償却の方法  定額法 

主な耐用年数 

    ソフトウェア       ５年 

⑶ リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については，リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法を採用している。 

   なお，リース取引開始日が平成 26 年３月 31 日以前のリース取引については，引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

 



４ 引当金の計上基準 

⑴ 退職給付引当金 

   職員の退職手当の支給に備えるため，当事業年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

⑵ 賞与引当金 

   職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当事業年度末における支給見込額に基づき，当事業年度の負担に属する額を計上している。 

⑶ 法定福利費引当金 

   職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため，当事業年度末における支払見込額に基づき，当事業年度の負担に属する額を計上

している。 

⑷ 貸倒引当金 

   債権の不納欠損による損失に備えるため，未収金のうち回収することが困難と見込まれる額を計上している。 

 

５ その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

⑴ 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

⑵ リース取引の処理方法 

   リース取引開始日が平成 26 年３月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引は，引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

   平成 26 年度末及び平成 27 年度末の未経過リース料相当額は，下記のとおり。 

 平成 26 年度予定 

（平成 27 年３月 31 日） 
平成 27 年度予定 

（平成 28 年３月 31 日） 
未経過リース料相当額 １年内  １１５,９７９千円 

１年超  ３２８,６０７千円 

計   ４４４,５８６千円 

１年内  １１２,７５８千円 

１年超  ２０６,７２２千円 

計   ３１９,４８０千円 

 

 

予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

 

１ 重要な非資金取引の内容 



当年度，新たに計上した所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は，それぞれ５８，５４７千円である。 

 

 

予定貸借対照表等に関する注記  

 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

  貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額 

     平成 26 年度予定 

   （平成 27 年３月 31 日）                                                          

         平成 27 年度予定 

   （平成 28 年３月 31 日）   

９，５９８，８２１千円 ９，６２１，０１６千円 
 

 

セグメント情報に関する注記  

 

報告セグメントが１つのため，記載を省略している。 

 

 

リース契約により使用する固定資産に関する注記  

 

１ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

平成 27 年度末の未経過リース料相当額は，下記のとおり。 

 平成 27 年度予定 

（平成 28 年３月 31 日） 
未経過リース料相当額 １年内   １１,７１０千円 

１年超   ４６,８３７千円 

計    ５８,５４７千円 
 



その他の注記  

 

引当金の目的使用による取り崩し 

 

 
平成 26 年度予定 

（自 平成 26 年４月１日 

     至 平成 27 年３月 31 日） 

平成 27 年度予定 

（自 平成 27 年４月１日 

     至 平成 28 年３月 31 日） 

賞与引当金 － ２０８，０３５千円 

法定福利費引当金 －  ３６，６１９千円 

退職給付引当金 －  ９７，０００千円 

 



１

２

３

９,２７０,６６４

（３）他 会 計 負 担 金 ５１５,１１９

（４）補 助 金

（５）長 期 前 受 金 戻 入 ３３７,３１４

９４４,０８２

医 業 外 収 益

(１) 受取利息及び配当金 １００

（２）他 会 計 補 助 金 ５０１,５０２

（６）研 究 研 修 費 ３８,４１２

（４）減 価 償 却 費 ８６２,０４４

（５）資 産 減 耗 費 １３,０００

（２）材 料 費 ２,１１８,８９８

（３）経 費 １,６８４,１７０

医 業 費 用

（１）給 与 費 ４,５５４,１４０

（３）他 会 計 負 担 金 ４４１,７４５

（４）そ の 他 医 業 収 益

医 業 収 益

２３９,３２９

（１）入 院 収 益 ５,９０８,６１９

（２）外 来 収 益 １,７３６,８８９

平成26年度徳島市市民病院事業予定損益計算書（前年度分）

（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

（単位  千円）

８,３２６,５８２

４８,０４２

医 業 損 失



４

５

６

前 年 度 繰 越 欠 損 金 ８,３５８,４１６

５,０００

経 常 損 失

（２）そ の 他 特 別 損 失 ２,７０１,７４５ ２,７０６,７４５ △２,７０１,７４５

過 年 度 損 益 修 正 益 ５,０００

特 別 損 失

(１)

過 年 度 損 益 修 正 損 ５,０００

（２）

退職給付引当金戻入益 ４２,０２２

雑 損 失

３１,９１１

特 別 利 益

９１２,１７１

（１）

（１）

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １０,２７７,４６８

当 年 度 純 損 失 ２,７３３,６５６

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

６０３,０６７

（７）そ の 他 医 業 外 収 益 １,５１５,２３８

医 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

３１６,７５２

２８６,３１５

７１,１３９

（６）

８１４,６０４



１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

イ

平成26年度徳島市市民病院事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成27年３月31日）

（単位  千円）

資 産 の 部

固 定 資 産

（１）有 形 固 定 資 産

土 地 ８１８,３５４

建 物 １５,２５３,４０９

減 価 償 却 累 計 額 △４,１３７,８９５ １１,１１５,５１４

構 築 物 １５４,３２３

減 価 償 却 累 計 額 △４９,４２６ １０４,８９７

器 械 備 品 ３,８３９,３３９

減 価 償 却 累 計 額 △３,０９１,０９４ ７４８,２４５

車 両 ４,５６１

減 価 償 却 累 計 額 △２,９６７ １,５９４

有 形 固 定 資 産 合 計 １２,７８８,６０４

（２）無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア ２１,９３６

無 形 固 定 資 産 合 計 ２１,９３６

固 定 資 産 合 計 １２,８１０,５４０



２

３

イ

イ

イ

流 動 資 産

（１）現 金 ・ 預 金 ２０４,８４０

（２）未 収 金 １,１９７,７０４

貸 倒 引 当 金 △１８,９０９ １,１７８,７９５

（３）貯 蔵 品 ３５,６６１

流 動 資 産 合 計 １,４１９,２９６

資 産 合 計 １４,２２９,８３６

負 債 の 部

固 定 負 債

（１）企 業 債

１３,９０７,０４３

企 業 債 合 計 １３,９０７,０４３

（２）他 会 計 借 入 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

４７,５００

他 会 計 借 入 金 合 計 ４７,５００

（３）引 当 金

営業運転資金に充て
るための長期借入金

退 職 給 付 引 当 金 ２,４１７,８４３

引 当 金 合 計 ２,４１７,８４３

固 定 負 債 合 計 １６,３７２,３８６
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イ

ロ

イ

ロ
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流 動 負 債

（１）企 業 債

５９７,５８４

そ の 他 の 企 業 債 ４４０,９１７

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計 １,０３８,５０１

（２）他 会 計 借 入 金

４７,５００営業運転資金に充て
るための長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計 ４７,５００

（３）未 払 金 ７６６,０２４

（４）引 当 金

賞 与 引 当 金 ２０８,０３５

法 定 福 利 費 引 当 金 ３６,６１９

引 当 金 合 計 ２４４,６５４

（５）そ の 他 流 動 負 債

預 り 金 ３０,９５７

預 り 保 証 金 ５００

その他流動負債合計 ３１,４５７

流 動 負 債 合 計 ２,１２８,１３６

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 １,３９５,９４８

収 益 化 累 計 額 △１,１５１,９１８

繰 延 収 益 合 計 ２４４,０３０

負 債 合 計 １８,７４４,５５２
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受 贈 財 産 評 価 額 ４０,７５９

資 本 の 部

資 本 金 ２,６８１,５０２

資 本 剰 余 金 合 計 ３,０８１,２５０

（２）欠 損 金

１０,２７７,４６８

剰 余 金

（１）資 本 剰 余 金

他 会 計 補 助 金 ３,０４０,４９１

負 債 資 本 合 計 １４,２２９,８３６

当年度未処理欠損金

欠 損 金 合 計 １０,２７７,４６８

剰 余 金 合 計 △７,１９６,２１８

資 本 合 計 △４,５１４,７１６


